
令和元年度末に保存期間が満了する簿冊の措置決定に関する質問に対する回答（郡司委員）

頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

2 32 総務局行政部行政情報課
本人情報の公開に係る本
人確認の方法について

183750 1989 30年
公文書公開のマニュアル？保存の必
要はないのか。

 本人確認の事務手順を通知したもの
であったが、平成元（1989）年7月発行
の『個人情報保護ハンドブック』（公
文書館行政資料）の条例逐条解説に本
人確認の方法が詳述されているため、
当該簿冊は移管対象としなかった。

2 33 総務局行政部行政情報課
第１回札幌市公文書公開
審査会

183751 1989 30年

2 34 総務局行政部行政情報課
第２回札幌市公文書公開
審査会

183752 1989 30年

① 保存期間が「30年以上」簿冊一覧

審査会の記録を、30年以上保管する
必要はないのか。

 当時の公文書公開審査会は、開示内
容の不服を審査を諮問され審議する附
属機関。
 平成４（1992）年９月発行の『札幌
市の情報公開』（公文書館行政資料）
によれば、第１回目は運営要領の決定
と会長等の選出、２回目は制度実施状
況が審議されているが、諮問事項は審
査していないため、移管対象としな
かった。
 なお、諮問の審査内容は答申が出さ
れているため。当該審査会の記録は、
行政資料で足りると考えている。

資料４
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

5 64
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

平成３年 札幌ユニバー
シアード冬季大会推進協
議会

175748 1989 30年
2018-0238は特定重要公文書になっ
ているが、こちらは廃棄でよいか。

 平成３年（1991）３月に札幌で開催
されたユニバーシアード冬季大会の簿
冊。当該簿冊には、起案、原議等の意
思決定を示すものは含まれておらず、
商工会議所との打合せ用の資料や内部
資料が中心であったため、移管対象と
はしなかった。
 なお、大会招致に係る簿冊１冊はす
でに移管されており、今年度も２冊移
管対象としている。また、次年度に保
存期間満了となる１０冊の大会関係簿
冊も移管対象としている。

5 65
総務局情報システム部シ
ステム調整課

計画 173512 1989 30年 何の計画？

テレトピア、ニューメディア構想の計
画。テレトピアはテレコミュニケー
ション（電気通信）とユートピアを合
わせた造語。地域情報化のためケーブ
ルテレビ施設や光ファイバー網の敷設
を総務省が支援するもの。今年度移管
指定簿冊の「設立関係」（番号
173438）で内容確認できるため、当該
簿冊は移管対象としなかった。。

2 / 29 ページ



頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

5 67
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

世界・食の祭典経過記録
（市議会）

498917 1989 30年
「世界・食の祭典」に係わる文書は
162673~4ので充分なのか。

 昨年度保存期間満了時期が異なる簿
冊も一括して、移管・廃棄の選別を
行った。当該簿冊の内容は、担当者の
手持ちと思われる雑多な資料群であっ
たため、移管対象としなかった。
 なお、市議会での議論の経過は『札
幌市議会小史』で５ページ強にまとめ
られているほか、会議録検索で閲覧で
きる。

5 69
まちづくり政策局政策企
画部企画課

調査員名簿（昭和３０年
～４１年）

200331 1989 30年
何の調査員？これだけ古い名簿がな
ぜ残されていたのか？

6 74
まちづくり政策局政策企
画部企画課

事業所調査産業分類別対
象名簿（手稲町） 昭４
１

156725 1983 30年

6 75
まちづくり政策局政策企
画部企画課

抽出用単位区番号簿（昭
和２５年国勢調査） 昭
２５

156734 1983 30年

6 76
まちづくり政策局政策企
画部企画課

昭和３０年國勢調査区一
覧表（特色別調査区一覧
表） 昭３０

156737 1983 30年

6 77
まちづくり政策局政策企
画部企画課

昭和３０年國勢調査要計
表照査表手稲町参冊・内
第壱冊 昭３１

156739 1983 30年

6 78
まちづくり政策局政策企
画部企画課

昭和３５年特性別調査区
一覧表（旧豊平町） 昭
３５

156741 1983 30年

札幌市の都市化、拡大状況が分かる
資料にならないか。

 従来より国勢調査など国の統計に係
る簿冊は、移管対象にはならないとさ
れている。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

6 79
まちづくり政策局政策企
画部企画課

昭和４０年國勢調査資料
綴（旧手稲町） 昭４０

156743 1983 30年
札幌市の都市化、拡大状況が分かる
資料にならないか。

 従来より国勢調査など国の統計に
係る簿冊は、移管対象にはならない
とされている。

8 114
市民文化局地域振興部区
政課

白石・西区分区関係資料
（１）

437316 1989 30年

8 115
市民文化局地域振興部区
政課

白石・西区分区関係資料
（２）

437317 1989 30年

8 116
市民文化局地域振興部区
政課

白石・西区分区関係資料
（３）

437318 1989 30年

8 117
市民文化局地域振興部区
政課

白石・西区分区関係資料
（４）

437319 1989 30年

8 118
市民文化局地域振興部区
政課

白石・西区分区関係資料
（５）

437320 1989 30年

9 131
経済観光局雇用推進部雇
用推進課

札幌サンプラザ関係書 3693289 1989 30年
札幌勤労者職業福祉センター。具体
的に、どんな文書なのか？

 札幌サンプラザを運営する財団法人
（当時）札幌勤労者職業福祉センター
（昭和59年12月設立）の、役員の就
任、予算決算及び事業計画など定例的
な文書であるため、移管対象としな
かった。

10 135
経済観光局雇用推進部雇
用推進課

職員派遺の原議 173891 1989 30年 何の派遣？
 札幌市から財団法人（当時）札幌勤
労者職業福祉センターへの派遣。

 平成元（1989）年11月に実施された
厚別区と手稲区の分区に係る簿冊は、
今回内容確認及び原課協議を行い、20
冊以上移管対象とした。
 当該簿冊は、物品購入等軽易な事務
的な簿冊であったため、移管対象とし
なかった。

厚別区(白石区)・手稲区(西区)設置に
かかわるもの？地域振興の何か？
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

10 136
経済観光局雇用推進部雇
用推進課

理事会資料 173892 1989 30年 何の理事会？
 財団法人（当時）札幌勤労者職業福
祉センターの理事会。

10 139
保健福祉局子ども発達支
援総合センターかしわ学
園

在籍児名簿 173996 1989 30年
 原課での証明作成に必要となるた
め、現用を延長する。

10 140
保健福祉局子ども発達支
援総合センターひまわり
整肢園

医療機関開設 174052 1989 30年
 原課での証明作成に使用しないも
の。重要な文書は別の開設廃止関係簿
冊に綴り替えた。

10 141
保健福祉局子ども発達支
援総合センターひまわり
整肢園

卒退園児名簿 174053 1989 30年
 原課での証明作成に必要となるた
め、現用を延長する。

10 142
保健福祉局子ども発達支
援総合センターひまわり
整肢園

卒退園児カルテ 174054 1989 30年
特に名簿類は、卒園証明を出す場合
などに必要なないのか。

 原課での証明作成に使用しないた
め、廃棄する。

13 171 保健福祉局総務部総務課
民間団体による宗教的行
事への対応

3687371 1989 30年 どんな内容か。
 行政と宗教的行事の関わりについて
他都市の状況をとりまとめた参考資料
が綴られている簿冊。

13 172 保健福祉局総務部総務課 戦没者遺族相談員の推薦 3687356 1988 30年 戦後処理にかかわる文書
 国・道の依頼に基づき2年に1回定期
的に回答している定型の文書を綴った
簿冊。

特に名簿類は、卒園証明を出す場合
などに必要なないのか。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

17 235
中央区保健福祉部健康・
子ども課

外部被爆線量測定結果管
理報告書

174245 1989 30年

17 236
南区保健福祉部健康・子
ども課

外部被爆線量測定結果管
理報告書

174485 1989 30年

17 237
北区保健福祉部健康・子
ども課

外部被爆線量測定結果管
理報告書

174314 1989 30年

17 238
東区保健福祉部健康・子
ども課

外部被爆線量測定結果管
理報告書

174329 1989 30年

18 239
厚別区保健福祉部健康・
子ども課

外部被ばく線量測定結果
管理報告書

180777 1989 30年

18 245
保健福祉局衛生研究所保
健科学課

インフルエンザ様疾患発
生報告

174565 1989 30年

18 246
保健福祉局衛生研究所保
健科学課

病源微生物検出情報 174566 1989 30年

22 302
経済観光局産業振興部経
済企画課

小売商業調整特別措置法
Ｋ係る許可申請

154419 1985 30年
小売業保護の動きにかかわるもの
か？公設市場(305･306･310～312)と
の関連など。

 個々の業者等が小売業を営む等など
に際して都道府県知事へ提出するの許
可申請などが綴られている。
 小売業保護等の政策的な内容ではな
いため、移管対象としなかった。

 原課に確認したが、平成元（1989）
年頃、制度改正や対策方針の変更等が
当時実施されたということはないとの
こと。
 なお、保存年限等が変更された経緯
も不明とのこと。

チェルノブイリ原発事故(1986)に関
わる文書か。その後の福島の事故と
の比較などのためのデータ保存の必
要はないか。

インフルエンザは30年保管が平成3
年以降随時廃棄になっているし、病
原微生物は平成2年までの3年分しか
存在しないようだが、昭和64年頃
に、感染症対策が強化されたのはな
ぜか。

 医療機関従事技術者の被爆調査に係
るもので、原発事故とは、無関係。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

22 303
経済観光局産業振興部経
済企画課

昭和５７年度札幌流通総
合会館

155822 1985 30年
札幌流通総合会館(1984年開館)の当
初の文書では。326･327。

 昭和59（1984）年6月開設の札幌流
通総合会館（アクセスサッポロ）を運
営する 札幌産業流通振興協会（現在
は一般財団法人。昭和57年2月設立）
の、昭和56～58年度の事業計画、予決
算、土地取得・貸付の文書が綴られて
いたが、財団設立時の方針や施設設置
事業の全体等が含まれていないため、
移管対象としなかった。
 なお、事業計画や予決算は毎年第３
回定例市議会で配布される「法人の経
営状況説明書」と重複するものであ
る。
 また、重要公文書該当基準では、出
資団体等本市が関与した団体に関する
簿冊のうち、設置廃止に関するものが
移管対象に該当する。

23 304
経済観光局産業振興部経
済企画課

昭和５９年度日本関税協
会への加入

155825 1985 30年 対外貿易への積極参加のためか。

 日本関税協会は、昭和24（1949）年
設立、現在は財務省所管の公益財団法
人で、関税政策に係る情報収集や提供
を行っている。現在の規程では、年会
費48,000円で、地方自治体の入会金は
免除。
 昭和60年当時に本市経済局の事業で
特に対外貿易を強化する事業はなく、
それ以前から行っていた販路拡大促進
等のために入会したと考え、移管対象
としなかった。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

23 309
経済観光局産業振興部経
済企画課

札幌国際見本市協会設立
関係書

179594 1987 30年 対外貿易への積極参加のためか。

 協会設置の起案ではあったが、総会
案内状の発送等に関する文書で、協会
設置の方針や活動内容についてがな
かったため、移管対象としなかった。

23 310
経済観光局産業振興部経
済企画課

小売商業調整特別措置法
に係る許可申請〔〕

168181 1987 30年 302との関連。

23 311
経済観光局産業振興部経
済企画課

小売商業調整特別措置法
に係る許可申請〔〕

168182 1987 30年

23 312
経済観光局産業振興部経
済企画課

小売商業調整特別措置法
（清田生鮮村）

154509 1984 30年

24 325
経済観光局産業振興部経
済企画課

北海道トラックタ－ミナ
ル(株)への出資関係

155834 1985 30年 物流促進。

北海道トラックタ－ミナル(株)は、昭
和45（1970）年11月設立で、札幌市は
翌年1月に出資開始しており、出資割合
は16.7％だった。
 関与開始時期の簿冊でもなく、1985
年当時に方針変更等もなかったので、
移管対象としなかった。
 なお、重要公文書該当基準では、出
資団体等本市が関与した団体に関する
簿冊のうち、設置廃止に関するこのが
該当する。

 個々の業者等が小売業を営む等など
に際して都道府県知事へ提出するの許
可申請などが綴られている。
 小売業保護等の政策的な内容ではな
いため、移管対象としなかった。

302との関連。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

24 326
経済観光局産業振興部経
済企画課

昭和５８年度札幌流通総
合会館

155835 1985 30年
 事業計画や決算のほか、公有財産の
引継ぎに関する文書はあったが、№303
と同じ見解。

24 327
経済観光局産業振興部経
済企画課

昭和５９年度札幌流通総
合会館

155836 1985 30年
 公衆電話設置に係る文書が主で、ほ
かは公有財産の引継ぎに関する文書で
あったため、移管対象としなかった。

25 331
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

札幌市地下街連絡協議会
平成元年８月２４日 Ｎ
Ｏ３２

183930 1989 30年

25 332
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

札幌市地下街連絡協議会
ＮＯ３０

183934 1989 30年

25 333
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

札幌市地下街連絡協議会
ＮＯ．３１

183935 1989 30年

25 334
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

平成元年度駐車場供給実
態調査業務委託（設計書
等）

183942 1989 30年
 業務委託の契約に係る文書のため、
移管対象としなかった。

25 335
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

平成元年度駐車場供給実
態調査（原票）

183943 1989 30年
 移管指定リスト№89の実態調査報告
書成果品を移管するので、当該簿冊は
移管対象としなかった。

 札幌市は地下街の管理主体ではな
い。管理会社との査察や管理打合せ等
のため、移管対象としなかった。。

303との関連。

札幌駅周辺および地下街の整備拡充
に関わる文書か。札幌市中心部の利
便化の過程を知る上で必要はない
か。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

25 336
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

五番館新館建設計画に伴
う札幌駅南口広場地下街
との接続

167513 1987 30年

25 337
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

エスタ二番街のエスカレ
－タ－設置計画について

167514 1987 30年

25 338
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

オ－ロラタウン改造工事
に伴うオ－ロラプラザ使
用について

167515 1987 30年

25 339
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

市役所側出入口エスカレ
－タ－設置について

167518 1987 30年

25 340
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

倉庫の増設計画について 167519 1987 30年

25 341
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

アスティ４・５の地下１
階の間仕切変更について

167520 1987 30年

26 342
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

札幌駅南口広場地下街
（エスタ二番街）の一部
用途変更について

183948 1989 30年

26 343
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

地下街の便所における防
犯ベルの設置要請につい
て

183949 1989 30年

移管指定リスト５～６ページにある
とおり、地下街の全体に係るものや現
在も使用している地下通路に係る簿冊
は、移管対象としたが、部分的な工事
に係る簿冊は移管対象としなかった。

札幌駅周辺および地下街の整備拡充
に関わる文書か。札幌市中心部の利
便化の過程を知る上で必要はない
か。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

26 344
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

東西線大通駅改造工事に
伴う地下街公共通路の改
造及び仮囲について（昭
和６１年８月４日札高本
技第７８４号

189125 1988 30年

移管指定リスト５～６ページにある
とおり、地下街の全体に係るものや現
在も使用している地下通路に係る簿冊
は、移管対象としたが、部分的な工事
に係る簿冊は移管対象としなかった。

26 345
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

鉄道高架事業高率化都市
環境整備計画基礎調査委
託業務（方針向含む）

184085 1989 30年

26 346
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

平成元年度鉄道高架事業
効率化都市環境整備計画
調査（都心部歩行空間基
本構想）委託業務

184086 1989 30年

26 347
まちづくり政策局都市計
画部都市計画課

「大規模共同住宅等の建
築に係る道路整備の指導
取扱要領」に基づく事前
協議書

173516 1989 30年

 住区計画道路等がある0.1㌶以上の敷
地での建築する場合に必要となる札幌
市との協議。個別事例なので移管対象
としなかった。

26 348
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

札幌市政世論調査（１万
人市政モニタ－）

158504 1984 30年
「廃棄」と処理するが、行政資料とし
て受け入れる。

26 349
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

建築物である駐車場の調
査表（Ｓ５５～５９）

158507 1984 30年
 駐車場設置の届け出と確認申請で、
個別事例のため移管対象としなかっ
た。

26 350
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

２１、地下街の合同査察
（第５回）

157353 1986 30年
 札幌市は地下街の管理主体ではな
い。管理会社との査察や管理打合せ等
のため、移管対象としなかった。

 業務委託の契約に係る文書のため、
移管対象としなかった。

札幌駅周辺および地下街の整備拡充
に関わる文書か。札幌市中心部の利
便化の過程を知る上で必要はない
か。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

26 351
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

２３、地下街の合同査察
（第６回）

157355 1986 30年

26 352
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

２５、地下街の合同査察
（第７回）

157357 1986 30年

27 353
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

２６、大通地下街（オ－
ロラタウン）における倉
庫の増設計画について

157358 1986 30年
№339～344と同様、部分的な工事に
係る簿冊は移管対象としなかった。

27 354
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

設置等の届出に係る事務
手続きについて 設置．
管理に関する地方監察
（Ｓ５４）

157428 1987 30年
国の監察のため、移管対象としなかっ
た。。

27 355
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

地下街（ポ－ルタウン）
南３条通路の賃貸借契約
問題についてＳ５９．９
～Ｓ６０．４

157429 1987 30年
個別の契約問題のため、移管対象とし
なかった。

27 356
まちづくり政策局総合交
通計画部交通計画課

大通野外ステ－ジの建築
許可

158085 1986 30年
 公園または風致地区での建築物申請
であり、事務的な申請であるため、移
管対象としなかった。

32 456 建設局総務部道路管理課 観光幌馬車 181152 1986 30年 1873年認可。内容は。

観光幌馬車（1978～）に対して道路
管理上の処理をしたもので、開始期で
なく主務課でないことから、移管対象
としなかった。

 札幌市は地下街の管理主体ではな
い。管理会社との査察や管理打合せ等
のため、移管対象としなかった。

札幌駅周辺および地下街の整備拡充
に関わる文書か。札幌市中心部の利
便化の過程を知る上で必要はない
か。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

63 822
都市局市街地整備部宅地
課

がけ附近建築物処理簿
（豊平区）Ｓ６２～Ｈ元
年度

278387 1989 30年

63 823
都市局市街地整備部宅地
課

がけ附近建築物処理簿
（南区）Ｓ６２～Ｈ元年
度

278388 1989 30年

64 857 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659106 1979 30年

64 858 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659107 1978 30年

64 859 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659109 1977 30年

64 860 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659111 1976 30年

64 861 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659112 1975 30年

64 862 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659114 1974 30年

64 863 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659115 1973 30年

ハザード情報としての価値は？

保管が40年以上。重要度が高いので
は。

  がけ付近の個人宅の建物調書個票であ
るため、移管対象としなかった。昨年
度も別区分を廃棄している。

現用延長とする（入力処理漏れ）。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
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質問 回答

64 864 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659116 1972 30年

64 865 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659117 1971 30年

64 866 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659118 1970 30年

64 867 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659119 1969 30年

64 868 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659120 1968 30年

64 869 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659121 1967 30年

64 870 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659122 1966 30年

64 871 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659123 1965 30年

64 872 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659124 1964 30年

保管が40年以上。重要度が高いので
は。

現用延長とする（入力処理漏れ）。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

64 873 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659125 1963 30年

64 874 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659127 1961 30年

64 875 消防局予防部査察規制課 指導関係通知通達 3659126 1962 30年

67 909 豊平区市民部総務企画課
美園・シンガポール姉妹
提携関係書

183834 1989 30年 美園地域のみとの姉妹提携とは？

 昭和46（1971）年頃、シンガポール
からの北大留学生の申し出により、美
園地区（林檎並木）とアン・モ・キオ
地区（マンゴー並木）が「果樹」を通
した姉妹提携を結んだ件に係る文書。
親善訪問への美園連絡所長派遣起
案、事前視察報告会記録、シンガポー
ルの政治経済情勢・日シ関係の基礎資
料（外務省）の3点。
 姉妹提携時のものではなく、その後
行政の公式国際交流に発展しなかった
ので、移管対象としなかった。

95 1367
中央区保健福祉部保健福
祉課

行旅死亡人等取扱起案
（兼台帳）

177585 1988 30年

95 1368
北区保健福祉部保健福祉
課

行旅死亡人等取扱起案
（台帳兼用）綴

172242 1989 30年

保管が40年以上。重要度が高いので
は。

現用延長とする（入力処理漏れ）。

遺骨台帳を30年で破棄して問題はな
いのか。

 平岸霊園にある台帳で確認できるた
め、移管対象としなかった。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
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質問 回答

96 1369
中央区保健福祉部保健福
祉課

行旅死亡人等取扱起案
（兼台帳）

172012 1989 30年

96 1370
西区保健福祉部保健福祉
課

行旅死亡人等取扱起案
（台帳兼用）綴

174395 1989 30年

96 1371
中央区保健福祉部保健福
祉課

行旅死亡人等の遺骨保管
依頼書．保管証（兼台
帳）

177459 1988 30年

96 1372
北区保健福祉部保健福祉
課

行旅死亡人等の遺骨保管
依頼書・保管証（台帳
綴）

172243 1989 30年

96 1373
中央区保健福祉部保健福
祉課

行旅死亡人等の遺骨保管
依頼書．保管証（兼台
帳）

172013 1989 30年

96 1374
西区保健福祉部保健福祉
課

行旅死亡人等の遺骨保管
依頼書・保管証（台帳兼
用）綴

174396 1989 30年

96 1375
厚別区保健福祉部保健福
祉課

遺骨保管台帳 181177 1989 30年

96 1376
西区保健福祉部保健福祉
課

身元不明人の相続財産管
理関係綴

174397 1989 30年

遺骨台帳を30年で破棄して問題はな
いのか。

 平岸霊園にある台帳で確認できるた
め、移管対象としなかった。
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105 1499
教育委員会学校教育部教
職員課

「６４ はまなす国体」
等関係綴

573570 1989 30年

105 1500
教育委員会学校教育部教
職員課

はまなす国体・２５身ス
ポ依頼綴

573571 1989 30年

105 1501
教育委員会学校教育部教
職員課

はまなす国体関連綴 573842 1989 30年

105 1502
教育委員会学校教育部教
職員課

はまなす国体 北海道事
務局編

573841 1989 30年

107 1527
市民文化局文化部文化財
課

ふるさと琴似屯田兵村菜
園実施業務

2472317 1989 30年 文化財関係の活動記録。
 事業開始時(平成元年)のものだが、内
容は業務委託契約に関するものである
ため、移管対象としなかった。。

107 1528
市民文化局文化部文化財
課

アシリチェップノミ実施
書

2472326 1989 30年 現用延長とする（入力処理漏れ）。

107 1529
市民文化局文化部文化財
課

埋蔵文化財保護関係 175552 1989 30年
 埋蔵文化財の発掘調査関係の書類だ
が、内容は最終的に報告書として刊行
されるため、移管対象としなかった。

107 1530 総務局行政部公文書館 解読筆耕関係綴 175554 1989 30年

107 1531 総務局行政部公文書館 新聞調査関係綴 175555 1989 30年

 支出等の事務関係書類のため、移管
対象としなかった。昨年度も廃棄。

はまなす国体は、札幌市では札幌厚
別公園競技場などを使用したようだ
が、廃棄して大丈夫か。。

文化財関係の活動記録。

自前の活動記録、廃棄して大丈夫
か。逆に30年保管になっているのは
なぜか。

 当該簿冊は、平成元（1989）年の北
海道で開催された第44回国民体育大会
（はまなす国体）に派遣した教員に関
係する簿冊で、市の関係業務全体に係
るものでないため、移管対象としな
かった。
なお、国民体育大会の主催者は、日
本スポーツ協会、文部科学省、開催地
都道府県の三者。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

313 128
総務局職員部職員健康管
理課

恩給支給等関係綴〔受給
権調査〕

2343499 2009 10年

313 129
総務局職員部職員健康管
理課

恩給支給等関係綴〔支
出〕

2343500 2009 10年

314 145
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会 3700791 2009 10年

314 148
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（ア－１）

2720560 2009 10年

314 149
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（ア－３）

2720562 2009 10年

314 150
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（ア－２）

2720563 2009 10年

315 151
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（署－３）

2720566 2009 10年

315 152
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（署－１）

2720564 2009 10年

 受給者への調査など、毎年度定例的
に作成している事務関係書類であった
ため、移管対象としなかった。

花博開催の是非に関わる検討資料
か。

戦後処理にかかわる文書。

②-1  保存期間が「10年以上」の簿冊一覧

花博開催の是非に関わる検討資料
か。

   昨年度保存期間満了時期が異なる簿
冊も一括して、移管・廃棄を検討し
た。
 結果として、札幌市のホームページ
に博覧会検討経過を掲載しているの
で、移管対象としなかった。

   昨年度保存期間満了時期が異なる簿
冊も一括して、移管・廃棄を検討し
た。
 結果として、札幌市のホームページ
に博覧会検討経過を掲載しているの
で、移管対象としなかった。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
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質問 回答

315 153
まちづくり政策局政策企
画部企画課

国際園芸博覧会関係綴り
（署－２）

2720565 2009 10年
花博開催の是非に関わる検討資料
か。

 札幌市のホームページに博覧会検討経
過を掲載しているので、移管対象とし
なかった。

319 197
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

頑張る地方応援プログラ
ム 5

2698937 2009 10年

319 198
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

頑張る地方応援プログラ
ム 3

2705532 2009 10年

319 199
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

頑張る地方応援プラグラ
ム

2698934 2009 10年

319 200
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

頑張る地方応援プログラ
ム 4

2698936 2009 10年

319 201
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

頑張る地方応援プログラ
ム

2698933 2009 10年

461 2093
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成21年大都市防災主管
者会議関係

3105953 2009 10年

461 2094
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

ポパイ通信関係 3106064 2009 10年

461 2095
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

自治総合センターコミュ
ニティ助成事業関係

3105996 2009 10年

総務省が実施した事業？札幌市の参
加はあったのか？

 国の特別交付金制度。プロジェクト
の進行状況等で交付税の算定に反映さ
れた。第2次札幌新まちづくり計画で活
用したものだが、事務処理が主なた
め、移管対象としなかった。

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

461 2096
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

自主防災活動関係 3106023 2009 10年

461 2097
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

普及啓発パンフレット作
成・改訂業務関係

3106034 2009 10年

461 2098
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災広報関係 3106053 2009 10年

461 2099
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成1８年度 地震動及び
被害の評価事業 起案等

3106211 2006 10年

461 2100
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画(地震編）マ
ニュアル 組織体制、情
報、まちづくり、生活物
資、医療環境衛生

3106216 2008 10年

461 2101
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画(地震編）マ
ニュアル 公共施設等、
ライフライン

3106217 2008 10年

462 2102
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画（地震災害
対策編）修正関係1

3106218 2008 10年

462 2103
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画（地震災害
対策編）修正関係2

3106219 2008 10年

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

462 2104
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画（地震災害
対策編）修正関係3

3106220 2008 10年

462 2105
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地域防災計画（地震災害
対策編）修正関係4

3106221 2008 10年

462 2106
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成20年度 地震ハザー
ドマップ等作成業務 報
告書

3106223 2008 10年

462 2107
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

微小地震観測施設の北大
への譲渡等検討（H20～
23）

3106233 2008 10年

462 2108
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震対策部会各分科会資
料

3106244 2009 10年

462 2109
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震ハザードマップ啓発
事業 その１

3106224 2009 10年

462 2110
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震ハザードマップ啓発
事業 その２

3106225 2009 10年

462 2111
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震ハザードマップ啓発
事業 その３

3106226 2009 10年

462 2112
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震ハザードマップ啓発
事業 その４

3106227 2009 10年

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

462 2113
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

地震ハザードマップ啓発
事業 その５

3106228 2009 10年

463 2114
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

札幌市 地震防災マップ
普及啓発業務 報告書

3106229 2009 10年

463 2115
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成18年度 札幌市水防
計画等の見直しに係る基
礎調査業務 報告書

3106253 2006 10年

463 2116
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

札幌市中小河川関連資料
（時系列浸水想定区域
図）

3106254 2007 10年

463 2117
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成19年度 札幌市水防
計画等の見直しに係る検
討業務 報告書

3106255 2007 10年

463 2118
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成20年度 洪水ハザー
ドマップ作成関係綴り

3106257 2008 10年

463 2119
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成20～21年度 「洪水
ハザードマップを活用し
た水防研修」

3106258 2008 10年

463 2120
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成21年度 中小河川ハ
ザードマップ作成に向け
た基礎調査業務 報告書
その１

3106259 2009 10年

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

463 2121
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成21年度 中小河川ハ
ザードマップ作成に向け
た基礎調査業務 報告書
その２

3106260 2009 10年

463 2122
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成20年度 拓北・あい
の里の水防災を考える
ワークショップ（まるご
とまちごとハザードマッ
プ）

3106262 2009 10年

463 2123
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

大雨災害における避難の
あり方等検討会議（内閣
府）

3106265 2009 10年

463 2124
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

平成21年度 地下浸水に
係る水防研修

3106276 2009 10年

464 2125
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

H18 土砂災害防止法に
伴う基礎調査について
（北海道通知と対応）

3106286 2006 10年

464 2126
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

土砂災害危険個所調査結
果・避難時間調査の通知
（北海道開発局）

3106289 2006 10年

464 2127
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

H20 南沢の土砂災害を
考えるワークショップ
関連資料

3106294 2008 10年

464 2128
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

H20 札幌市土砂災害避
難対策検討会議 資料綴
り

3106295 2008 10年

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

464 2129
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

H21 土砂災害に係る各
区住民説明会資料

3106301 2009 10年

464 2130
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

H21 津波シミュレー
ション及び被害想定調査
業務（北海道日本海沿
岸）報告書 北海道作成

3106312 2009 10年

464 2131
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災訓練関係 3106318 2008 10年

464 2132
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災訓練関係（災害対策
本部訓練）

3106328 2008 10年

464 2133
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災訓練関係 3106319 2009 10年

464 2134
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災訓練関係（災害対策
本部訓練）

3106329 2009 10年

464 2135
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

職員非常参集訓練 3106338 2009 10年

465 2136
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

ＤＩＧ支援関係 3110923 2006 10年

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

465 2137
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

ＤＩＧ支援関係 3110926 2009 10年

465 2138
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

防災・危機管理セミナー 3106362 2009 10年

465 2139
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

避難場所運営実務研修 3106374 2009 10年

465 2140
危機管理対策室危機管理
対策部危機管理対策課

特別動員関係書 3106384 2009 10年

 防災計画やハザードマップは行政刊
行物により代替可能であり、市民への
普及啓発や防災訓練は事務概況資料に
て確認できると判断した。
 防災対策は、新たな災害が起きるた
びに更新されるもので、過去の経験が
反映されているはずだが、保存期間だ
けで機械的に判断しないよう慎重に検
討する。

平成16年4月に設置された危機管理
対策室の簿冊。近年、自然災害の頻
発により防災の必要性が高まってい
るが、30年保存の簿冊ですべて保管
できるのか。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

195 2 建設局土木部道路課
平成6年度 「土木の日」
パネル展

3686950 1994 10年

195 3 建設局土木部道路課
平成10年度 道路広報用
写真収集業務

3686952 1998 10年

195 4 建設局土木部道路課
路面電車を生かした ま
ちづくり検討調査

3686914 1999 10年

195 5 建設局土木部道路課
総合都市システム/パイ
ロット・モデル開発調査
業務

3686915 1999 10年

195 7 建設局土木部道路課
地震防災5箇年計画(H13
～H17)

3686902 2005 10年
 地震防災の主務課は、危機管理対策
室であるため、移管対象としなかっ
た。

195 8 建設局土木部道路課
平成16・17年度 札幌市
街路事業 今後の事業展
開について

3686942 2005 10年
 行政刊行物「札幌新まちづくり計
画」で内容を確認できるため、移管対
象としなかった。

195 9 建設局土木部道路課
平成17年度 今後の道路
整備の方向性に関する検
討委員会

3686920 2005 10年

195 10 建設局土木部道路課
平成18年度 今後の道路
施策のあり方に関するイ
ンタビューについて

3686894 2006 10年

 写真を収集したものであれば移管を
検討するが、業務依頼・完了報告に係
る簿冊であるため、移管対象としな
かった。

②-3  保存期間が「10年以上」の簿冊一覧

展示用写真などに活用できるものは
ないか。

 業務委託に係る簿冊であるため、移
管対象としなかった。

 担当者個人の手持ち資料を誤って登
録したもの。
 なお、札幌市のホームページに「今
後の道路整備の方向性に関する検討委
員会」の報告書「札幌市における今後
の道路整備の方向性について」（平成
18年3月）が掲載されている。

交通・道路に関する、各時代の事業
検討や計画の記録の保存は。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

195 11 建設局土木部道路課
平成18年度 今後の道路
整備のあり方検討委員会
関係資料

3686895 2006 10年

 担当者個人の手持ち資料を誤って登
録したもの。
 なお、札幌市のホームページに「今
後の道路整備の方向性に関する検討委
員会」の報告書「札幌市における今後
の道路整備の方向性について」（平成
18年3月）が掲載されている。

195 12 建設局土木部道路課
平成20年度 都市基盤整
備事業施策に関する 報
道関連情報

3686939 2008 10年
 報道関連情報は、新聞等の情報で
あったため、移管対象としなかった。

199 2
下水道河川局事業推進部
河川事業課

札幌市河川環境指針関係
綴り

3487210 2009 10年

平成18年「さっぽろ地域川づくり座
談会」に始まる河川環境指針が、平
成21年に策定され、翌22年より札幌
市河川環境推進会議がはじまる。関
連簿冊、他にあるのか？

 行政資料「札幌市河川環境指針」が
あるため。移管対象としなかった。

②-４  保存期間が「10年以上」の簿冊一覧

交通・道路に関する、各時代の事業
検討や計画の記録の保存は。
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頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

467 1 厚別区市民部総務企画課
厚別区まちづくりビジョ
ン

3663021 1997 5年
長期保存した理由は不明だが、通常
この種のビジョンは市全体の計画やビ
ジョンに記載されている。

467 2 建設局土木部管理測量課 財政改革起案綴り 3679797 2003 3年
 財政改革の主務課ではないので、移
管対象としなかった。

485 390
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所移行促進事業
（１）

534484 2003 5年

485 391
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所移行促進事業
（１）

434872 2004 5年

485 392
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（１）

383650 2005 5年

485 393
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（１）

2372627 2009 5年

485 394
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（１）

2277874 2008 5年

485 395
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（１）

2002361 2006 5年

486 396
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（１）

2072353 2007 5年

486 397
子ども未来局子育て支援
部施設運営課

認可保育所整備促進事業
（２）

383652 2005 5年

486 398
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター公
文書公開請求関係

2985129 2009 5年

486 399
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター・
介護予防センター評価事
業

2983182 2009 5年

486 400
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター契
約伺・契約書

2346785 2009 5年

待機児童問題への解決策か。

   待機児童問題対策は、これ以前から
現在も継続して取り組んでいる。現在
はさらに事業が拡大しており、原課と
して当該年度分の簿冊を使用すること
もないと判断した。また当該年度分に
特筆すべき事項がないため、移管対象
としなかった。

④保存期間は10年未満だが実際の保存年数が10年以上のもの

2005年の介護保険法改正で制定に係
わる書類。制定時のものはみあたら
ないが、補完できる簿冊はないか？

原課に内容確認したが、介護保険法改
正に係る内容ではないとのこと。

長期保存した要因は？
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486 401
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター職
員研修関係

2346786 2009 5年

486 402
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター決
算報告書及び収支予算書

2346793 2009 5年

486 403
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター運
営事業（１）

2346794 2009 5年

486 404
保健福祉局高齢保健福祉
部介護保険課

地域包括支援センター運
営協議会（１）

2346796 2009 5年

487 408
保健福祉局障がい保健福
祉部障がい福祉課

地域生活支援センター
さっぽろ運営委託

417587 2004 5年 現用延長とする（入力処理漏れ）。

2005年の介護保険法改正で制定に係
わる書類。制定時のものはみあたら
ないが、補完できる簿冊はないか？

原課に内容確認したが、介護保険法改
正に係る内容ではないとのこと。

2005年の介護保険法改正で制定に係
わる書類。制定時のものはみあたら
ないが、補完できる簿冊はないか？

原課に内容確認したが、介護保険法改
正に係る内容ではないとのこと。

29 / 29 ページ



令和元年度末に保存期間が満了する簿冊の措置決定に関する質問に対する回答（山本委員）

頁 № 保管単位名称 簿冊名称
簿冊整理
番号

完結
年度

保存
期間

質問 回答

5 64
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

平成３年 札幌ユニバー
シアード冬季大会推進協
議会

175748 1989 30年 行事の実施記録？

 平成３年（1991）３月に札幌で開催
されたユニバーシアード冬季大会の簿
冊。当該簿冊には、起案、原議等の意
思決定を示すものは含まれておらず、
商工会議所との打合せ用の資料や内部
資料が中心であったため、移管対象と
はしなかった。
 なお、大会招致に係る簿冊１冊はす
でに移管されており、今年度も２冊移
管対象としている。また、次年度に保
存期間満了となる１０冊の大会関係簿
冊も移管対象としている。

5 67
まちづくり政策局政策企
画部政策調整課

世界・食の祭典経過記録
（市議会）

498917 1989 30年 行事の実施記録？

 「世界・食の祭典」に係る簿冊は、
昨年度保存期間満了時期が異なる簿冊
も一括して、移管・廃棄の選別を行っ
た。
 当該簿冊の内容は、担当者の手持ち
と思われる雑多な資料群であったた
め、移管対象としなかった。
 なお、市議会での議論の経過は『札
幌市議会小史』で５ページ強にまとめ
られているほか、会議録検索で閲覧で
きる。

資料４
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25 333
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

北海道日本ハムファイ
ターズ優勝パレード関係
綴（１）

2469563 2009 10年

25 334
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

北海道日本ハムファイ
ターズ優勝パレード関係
綴（２）

2469564 2009 10年

25 335
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

北海道日本ハムファイ
ターズ優勝パレード関係
綴（３）

2469565 2009 10年

25 336
スポーツ局スポーツ部企
画事業課

北海道日本ハムファイ
ターズ優勝パレード経理
関係綴

2596620 2009 10年

118 1665
経済観光局中央卸売市場
経営支援課

水産協議会会議録 173908 1989 30年

118 1666
経済観光局中央卸売市場
経営支援課

青果部運営協議会会議録 173909 1989 30年

 日本ハムファイターズの優勝パレー
ドは、北海道移転後のリーグ優勝年、
平成18（2006）、平成19（2007）、平
成21（2009）、平成24（2012）、平成
26（2016）に行われている。
 このうち、平成18（2006）年度の最
初のパレードの簿冊８冊は移管されて
いるが、平成19（2007）年度の簿冊は
移管対象とぜず廃棄となった。パレー
ド回数を重ねるごとに登録簿冊数も減
少傾向にあり、定例化の可能性もある
ため、移管対象としなかった。

議事録の廃棄？

 両協議会とも中央卸売市場内の定例
的な会議。これまでも移管対象として
いない。
 なお、平成15（2003）年度以降は、
５年保存に変更され、順次廃棄されて
いる。

行事の実施記録？
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120 1685 交通局高速電車部教習所 教習所所史 175113 1989 30年

 簿冊名称から推測されるような教習
所の歴史を記述したものではなく、当
該年度の教習や行事をまとめたもので
あるため、移管対象としなかった。な
お、昨年度も廃棄している。

195 3 建設局土木部道路課
平成10年度 道路広報用
写真収集業務

3686952 1998 10年
 写真を収集したものであれば移管を
検討するが、業務委託に係る簿冊であ
るため、移管対象としなった。

199 11
下水道河川局事業推進部
河川事業課

（国庫補助事業） 1級河
川モエレ中野川埋蔵文化
財試掘調査

2731581 2009 10年

199 12
下水道河川局事業推進部
河川事業課

（国庫補助事業） 苗穂
小学校埋蔵文化財試掘調
査

2731582 2009 10年

埋蔵文化財の実施記録？

 埋蔵文化財については主務課である
市民文化局文化財課の簿冊や報告書等
を移管保存対象としており、河川工事
等に伴う「試掘」に係る簿冊は移管対
象としなかった。、

札幌市史・郷土資料になり得る？
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